
人々の日常生活行動圏や人口構成の変化、あるいは行財政改革に対する要請の高まりな

どを背景に、広域的行政への関心が強まるなかで、広域連合の施行や市町村合併における

住民発議制度の導入などの制度的枠組みも整備されつつあります。市町村の側では、これ

らの動きに積極的に対応しようとしているだけでなく、必ずしも制度的枠組みにとらわれ

ることなく、多様な試みに乗り出そうとする事例が増えています。

そこで、本稿では、広域連合と市町村合併の動向を概観したのち、全国におけるさまざ

まな広域連携の事例とその課題を検討することにしたいと思います。なお、本稿は、当研

究センターが中国経済連合会と共同で実施した「地方分権の推進と広域的行政のあり方に

関する調査研究」(1997年6月)の一部を抜粋したものです。詳しくは、この報告書をご

覧ください[A4判200ページ]。

主要な広域行政制度と市町村合併促進制度

整備されつつある広域行政制度

広域行政機構は、地方自治法によるも

のとそうでないものとに分けられる。地

方自治法では、都道府県や市町村などの

普通地方公共団体とともに法人格を有す

る特別地方公共団体が定められ、このな

かに一部事務組合や広域連合などが含ま

れる。また、協議会や機関の共同設置な

どは、法人格をもたないが、広域行政制

度に含められている。

全国のほとんどの市町村について設定

リサーチ中上野/上汐7　7

されている広域市町村圏(広域行政圏)

の広域行政機構として、一般に一部事務

組合が利用されているが、大都市周辺地

域広域行政圏では協議会が導入されてい

ることが多い。一部事務組合をさらに強

化したものとして、1995年から広域連合

制度が施行された。主要な制度の概要は、

以下のとおりである。

(9　一部事務組合

市町村が戦前から実施してきた事務の

.多疲れ広鉱薗好を鮭寿ra彼方身澄体



広域行政制度の枠組み

(注)埼玉県「広域行政活性化マニュアル」(1996年3月)を参考に追捕。

共同処理の手法。戦後、地方自治法に位

置づけられ、同一の事務について一部事

務組合を設置することとなった。しかし、

ごみやし尿処理に関する一部事務組合が

個別に設立され、混乱が生じてきたため、

1974年の法律改正に伴い、同一の事務で

なくても相互に関連する事務であれば、

多榎を広潮を臆霹すき増力執着1徳

一部事務組合を設置することができる複

合的一部事務組合が認められるようになっ

た。ごみ・し尿、消防・救急、水道など

の事務は、通常、一部事務組合で広域的

に実施されている。戦前からの歴史を受

け継いで今Hでも全国には市町村数の8

割あまりに匹敵する約2.800の一部事務

〝ゲーテ≠厨1ガス7
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組合があることから、その統合・複合化

が課題となっている。

②　広域連合

多様化・高度化した広域行政需要に適

切かつ効率的に対応するため、1995年6

月から広域連合が導入されている。広域

連合は、一部事務組合とちがって、権限

の直接的な移譲、直接選挙または間接選

挙による議員と長の選出、住民の直接請

求権などが認められている。広域連合は、

市町村間だけでなく、都道府県間、都道

府県と市町村間などでの組み合わせも可

能である。

広域連合については、一部事務組合と

同一カテゴリーとする見方もある[岩崎

美紀子「都市連合の理論的課題」都市問

題、第81巷第9号、1990年9月、同「中核

市・広域連合の可能性」都市問題、第86

巻第2号、1995年2月などを参照]。しか

し、一部事務組合は、事務の共同処凰こ

よる効率化を主たる目的としているのに

対し、広域連合は、さらに住民の広域的

な行政需要に対応することがねらいとさ

れており、地方分権の推進を広域的に支

える枠組みとして一層の充実が期待され

ている[広域連合の詳細については、次

項を参照]。

③　全部事務組合・役場事務組合

リサーチ中J野/ガス　7

どちらも町村にのみ適用される制度。

全部事務組合は、実質上合併したくても

形式上困難な場合、執行機関、議会を含

む町村の事務の全部を処理するために設

置される。全部事務組合の設立に伴い、

町村の議会と執行機関は消滅する。役場

事務組合は、町村の議会を残したまま、

執行機関の事務の全部を共同処理するた

めに設置されるもので、一部事務組合と

全部事務組合の中間的な性格をもつ。

1959年10月以降、全部事務組合と役場事

務組合の事例はない。

④　協議会

複数の市町村が事務の一部等を共同で

管理、執行、連絡調整を行うために、あ

るいは広域にわたる総合的計画を策定す

るために設置することができる。協議会

は、法人格を有きないため、財産を所有

できない。施設の整備や運営などのハー

ド事業を実施することができない。

⑤　機関の共同設置

市町村は、協議により規約を定め、共

同して執行機関としての委員会、委員、

附属機関等を設置することができる。共

同設置された機関は、それぞれの市町村

の機関として各市町村の条例や規則が適

用される。

多様甘広ゼ運襟首虔弄する地方古君庫
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主要な広域行政制度の概要

区　　 分 目　　 的 概要 ・特徴 設置手続 き

地

方

自

治

法

に

よ

る

も

の

特

別

一 部 事 務 組合 ・市町村 の事務の- ・一般的な共同処理方式で、広域 '票 慧宗雲空曹
郡等 の共同処理 を 市町村圏の行政機構として多用

行 う. ・複合的一都事務組合 も設置で き

る

呈豪君 各 の議決

・県が加入する場
合 または複数の広 域 連 合 ・市町村の事務等 で ・国等か ら直接、権限 ・事務の委

地 広域的に処理す る 任が受 けられる 都道府県に関係

す る場合 は自治
大臣の許可、県

が加入 しない場
合は知事の許可

ことが適当と認 め ・国等に権限 ・ 務の委任を要請

方

公

共

団

体

　(

組

A
にコ

　　)

られ るものに閑 す できる

る広域計画の作成 ・規約の変更を構成団体に要請で

・その事務 の一部 の きる
広域にわたる総 合 ・広域計画の実施に必要な措置を を要する

的 ・計画的 な処理 構成団体に勧告できる

を行 う ・議員 と長の選出は直接選挙また

は間接選挙による

・住民による直接請求権 (条例改
廃、議会解散など)

全 部 事 務 組 合 ・町村 の事務 の全 部 ・成立に伴 い、町村の議会 と執行 ・一都事務組合に
の処理を行う 機関は消滅する

・他の組合に加入できない

準 じる

役 場 事 務 組合 ・町村 の執行機関 の ・町村の執行機関は消滅す るが、
事務の全都 の処理 議会は存続する

を行う ・他の組合に加入できない

協 議 会 ・市町村が共同 して ・法人格を有さないため、図百財 ・市町村 が協議 し

行 う事務の一都等 産の所有などの権利 ・義務の主 て規約を定める
の管理、執行、速 体になれない (連絡調整以外は
絡調整および広 域 ・施設の整備 ・運営などの主体 に 議会 の議決が必
的な総合的計 画の
策定等を行う

なれない 要)

・届出が必要 (届
出先 は一部事務
組合に準じる)

機 関 の共 同 設 置 ・市町村 の執行機関 ・管理 ・執行に関する条例等の規 ・協議会の設置 に
附属機関、職員 を 定 は、各市町村のものが適用 さ 準 じる

共同で設置する れる

事 務 の 委 託 ・市町村の事務 の- ・事務処理 の権限は委託先の市町

部の管理 ・執行 を 村等に所属 し、委託元の市町村
他の市町村等 に委 は権照を失 う
託する ・委託元に適用 される規定は委託

先に適用される

そ

の

他

公益 法 人 の設 立 ・複数の市町村 によ

り公益事業 を共 同

で実施する

・行政権限を有さない ・事務 の内容に応

じ主務官庁の許

可が必要

公共施設の共同利用 ・公共施設 を相互 の ・市町村の合意に基づき、各市 町 .・市町村の協定等

住民に供する 村が所要の準備を行 う (必要 に応 じ条例

改正等)

協 定 ・複数 の市町村 が一

定の事項 につ いて

協力する

・公法上の契約に該当する ・特に定めはない

・協定等を交わす

事 実 上 の協 議 会 ・複数の市町村 にわ ・任意に設置できる (活動内容は、 ・特に定めはない
たる広域的な課題

に対処する

自治法上の協議会と同様) ・協定等を交わす

(注)前Eに同じ(一部抜粋、改変)。

タげ乙一正脚を媒要す石鯛者麻　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〝ゲーテ中β.β沃7



⑥　事務の委託

市町村は、事務の一部等の管理、執行

を他の市町村等に委託することができる。

委託した事務処理の権限は、委託先の市

町村等に移行し、委託元の市町村は権限

を失う。委託元の市町村に通用される規

定は、委託先の市町村等に適用される。

⑦　公益法人

市町村が資本金や基金の2分の1以上

を出資するか、または2分の1以上の債

務を負担している法人で、社会一般の利

益となる事業を目的とする非営利法人。

社団法人と財団法人があるが、行政権限

をもたない。

⑧　公共施設の共同利用

複数の市町村が協定等を定め、既存の

公共施設を相互の住民が利用できるよう

にするもの。後述のとおり、各地でさま

ざまな取組が行われている。

⑨　協定

複数の市町村が一定の事項について合

意の上で行う取り決めの手法のひとつ。

市町村の問で締結される一種の公法上の

契約とみなされる。消防・救急の相互応

援協定、公害防止協定などの事例がみら

れる。内容によっては法律に基づくもの、

経費の負担が必要なもの、条例改正等に

リサーチ鎮図1上汐7　7

伴い議会の議決が必要なものもある。

⑩　事実上の協議会

地方自治法に基づく協議会ではないが、

事実上、法律上の協議会と同様の活動を

行う市町村間の活動。担当職員間の連絡

調整、共同の調査研究、研修、会議など

の活動がこれにあたる。

活用が期待される広域連合

これらの広域行政機構のうち広域連合

については、後述のような問題点が指摘

されているものの、地方分権の推進に対

応した広域的行政の新たな枠組みとして、

中国地方の市町村長を対象に実施した今

回のアンケート調査[本誌1996年11-12

月号を参照]にも示されるとおり、市町

村の関心が高まっている。

(9　広域連合の設置手続き

広域連合昼、次のような手続きによっ

て設置される。

1)地方公共団体の長は、事前の協議に

より、広域連合の規約案を作成する。

2)地方公共団体の議会において、広域

連合の設置および規約案の内容につい

て、これに同意する旨の議決を行う。

3)広域連合を設置しようとするすべて

の地方公共団体において2)の議決が行

われた場合、関係地方公共団体の長は、

.多が盆広虎虐ガを度弄㌻乙慮方古着財
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一部事務組合と広域連合との比較

区　　　 分 一 部 事 務 組 合 広　 域　 連　 合

団体の性格 ・特別地方公共団体

構成団体 ・都道府県、市町村、特別区
(複合的一部事務組合は市町村〉

・都道府県、市町村、特別区

設置の日的 ・構成団体またはその執行機関の事 ・多様化した広域行政需要に適切か
務の一部の共同処理 つ効率的に対応するとともに、国

からの権限移譲の受入体制を整備

国等からの権限・事 ・ない ・直接、権限・事務の委任ができる
務の委任 ・国または都道府県に対し、権限・

事務の委任を要請できる

構成団体との関係 ・ない ・規約の変更を要請できる

・広域計画を策定し、その実施を構
成団体に要請できる

・協議会を設置できる

設置手続き ・表. 主要な広域行政制度の概要 (4 頁) を参照

直接請求 ・法律に特段の規定はない ・普通地方公共団体と同様に直接請
求が認められる

・住民は広域連合に対し規約の変更
について構成団体に要請するよう
求めることができる

組織 ・議会一管理者 (執行機関)
(複合的一部事務組合では管理者の
代わりに理事会を設置できる)

・議会一長 (執行機関)

議員等の選挙方法 ・議会の議員、管理者は、規約の定 ・議会の議員、執行機関の選出は、
めるところにより選挙され、また
は選任される

直接公選または間接選挙による

(注)地方自治精度研究全編r地方分権推進ハンドブック・増補j1975年から作成

協議により広域連合の規約を定め、都

道府県の加入するものについては自治

大臣、その他のものについては都道府

県知事に対して設置の許可申請を行う。

4)自治大臣または都道府県知事の許可

を得て、広域連合が設置される。なお、

自治大臣が設置の許可をしようとする

ときは国の関係行政機関の長と協議す

る。

多伊を広廟を醇齋㌻凰地方合着体

(9　広域連合に適している行政サービス

広域連合と市町村合併の必要性を考え

る材料として岐阜県が作成したパンフレッ

ト(1996年7月)によると、広域連合に

通している行政サービスとして次のよう

な事例があげられている(表現の一部を

敷宿した)。

1)規模や効率を重視した行政サービス

(ごみ・し尿処理、上下水道など)

2)圏域の一体性を重視したハード面で

グゲーテ中β.ガス′



設立されている広域連合の概要
(1997年3月31日現在)

名　　 称
設置

年 月
構　　 成

人口

面積
目　　 的 概　　　 要

大野広域連合 1996年 大野町、野津町、 57千人 ・複合文化施 設 ・建 設場所 : 三重 町

(大分県 ) 4 月 三重町、緒方町、 743kd の建 設 ( ごみ ・内容 : 大 ホ ー ル 1,0 00
朝地町、犬飼町、

活用村、̀千歳村
処理 、消防 ・

救急等 の組 込

も検討中 )

席 、小 ホール 300席 、

ギ ャラリーなど

・事業費 : 約 50億円

・1998年 1 月完成予定

徳島中央広域 連 199 7年 吉野町、土成町、 94千人 ・主 と して ソ フ ・5 億円のふ るさ と市 町

合 2 月 市域町、阿波町、 335kd ト事業 の展開 圏基金 を 3 か年で造成

(徳島県 ) 鴨島町、川島町、

山川町、芙鋒町
・図書館ネ ッ トワー ク、

人材育成 など

桜井宇陀広域達 1997年 桜井市、大宇陀町、 112千人 ・主 として ソフ ・ふ るさと市町村 圏基 金

合

(奈良県 )

3 月 菟田野町、練原町、

室生村、曽爾村、

御杖村

474kd ト事 業 を造成

南和広域連合 1997年 五條市、吉野町、 103千人 ・主と して ソ フ ・ふ るさと市町村 圏 基金

(奈良県 ) 3 月 大淀町、下市町、

黒滝村、西吉野村、

天川村、野迫川村、
大塔村、十津川村、

下北山村、上北山相
川上村、東吉野村

2 ,346kd ト事業 を造成

(注)新聞情報などによる。人口は、自治省編「住民基本台帳人口要覧」(1996年3月31日現在)、
面積は、自治省監修「広域行政圏要覧」(1994年改訂)による。

の行政サービス(公共交通機関、幹線

道路、公園などの整備)

3)行政区界を越えて移動する住民の利

便を重視した行政サービス(情報、保

健・福祉など)

これらの行政サービスは、一部事務組

合でも提供可能であり、実際多くのサー

ビスがすでに一部事務組合を通じて実施

されている。とはいうものの、一部事務

組合と広域連合のいずれを選択するかは、

それぞれの地域に任せるとしても、「従

来と同様の事務処理ができる充実酎ヒさ

〝サーチ楯1ガス　7

れた新しい制度ができたのに、あえて一

部事務組合に頼る必要性は薄いのではな

いか」(埼玉県「広域行政活性化マニュ

アル」1996年3月)という見方は、首肯

できるものといえよう。

③　広域連合の導入事例

広域連合は、1996年度末時点で、大分

県大野地域(8町村)、徳島県中央地域

(8町)、奈良県桜井宇陀地域(7市町村)

および同県南和地域(14市町村)の4地

域で設立されている。

.多伊を広脚を紺㌻る地方磨.者体
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広域連合設立に向けた取組

地　　　　　 域 構　　 成 経　　 緯　　　　 概　　 要

青 森 県 弘前地方拠点払 弘前市など ・広域市町村圏協議会の法人化の方法の 1つ として
市地域 広域連合の導入を検討中

栃 木 県 宇都宮地域 宇都宮市など4 ・担当者級で広域連合制度調査研究坊を設置 (1996
申12町 年6 月)

熊 本 県 宇城地域` 宇土市など1 市 ・地域の市町村長と議会が広域連合設置について基
9 町村 本的に合意

・1998年 2 月設立に向けて検討中

天草地域' 本渡市など2 市 ・関係市町村が広域連合設立準備委員会幹事会を結

13町 成
・1998年4 月設立を目標に検討中

鹿児島県 川内地方拠点都 川内市など2 市 ・地方拠点都市地域推進協議会の規約に 「広域連合
市地域 8 町 に関する調査研究」を盛り込む

・基金20億円を造成して、文化振興などに取り組む

(注)新聞情報などによる。*印は、広域市町村圏の協議会等を母体にしているもの。

これらの4地域は、広域市町村圏の広

域行政機構である一部事務組合または協

議会を母体としている点で共通している。

4地域のいずれも市町村による広域連合

であり、都道府県によるもの、あるいは

市町村と都道府県との組み合わせによる

事例はみられない。

また、大野広域連合の場合は後述のと

おり複合文化施設の建設を目的としたも

のであるが、その他の3地域では「ふる

さと市町村圏基金」(広域市町村圏を単

位にソフト事業を実施するための基金で

あり、その造成にあたっては地域総合整

備事業債による起債、地方交付税による

元利償還金の補填などの便宜が講じられ

ている)を造成して、主にソフト事業を

展開することにしている。

.多煤を広域邑好を床粟㌻ま雌方β.者煤

このほかにも広域連合の設立に向けて、

関係市町村による研究会などを設置して

いる事例がいくつかみられる。これらの

事例のなかには、広域市町村圏のほか地

方拠点都市地域などをベースにしたもの

もあらわれている。

④　広域達合の課題

市町村にとって広域連合は、「スーノ1一

コンピュータを購入してワープロとして

使うようなもの」といった受け止め方が

されているといわれ[日経地域情報、ぬ

244、1996年]、本格的に動き出している

事例は少なく、市町村の側も扱いを決め

かねているのが実情のようである。

また、すでに設立のもの、あるいは検

討段階のものも含め、広域行政機構であ

グゲーテ中国　′〟77
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る一部事務組合の複合化・統合化や協議

会の法人化にあわせて、広域連合を導入

しようとする事例が多数を占めており、

見かけ上は、現行制度とさほど変わらな

いようにもみえる。

このほか広域連合の問題点として、次

のような点が指摘されている。

1)制度の内容が市町村に十分理解され

ていないこと

2)自己裁量の部分が大きく、マニュア

ル慣れした市町村には十分に使いこな

せないこと

3)移譲される権限・事務の内容が具体

的でなく、財政的裏づけが明確にされ

ていないこと

4)市町村にとっては市町村合併につな

がる懸念がされていること

これらのことから国・自治省では、広

域連合に移譲すべき権限の内容や設立時

の財政的支援策を検討することとしてい

る。また、放鳥県では、全国で2番目に

設立された徳島中央広域連合をモデルケー

スに、広域連合のあり方を専門的に協議

する研究会を国の負担で設置するよう働

きかけている。

ただ、いずれにせよ住民の側からみる

と、行政サービスの一定の水準が維持さ

れていれば、その供給主体が誰であるか

はあまり問題とはならない。このため、

「経済的な効率が強く作用する行政サー

グゲーテ中屋7J惣〃:7

ビスは自治体間で協力して行い、きめ細

かさが要求される行政サービスは各自治

体が対応していくことが必要」(岐阜県

「広域行政の必要性を考えるパンフレッ

ト」1996年7月)といえる。

つまり、住民の側では、すべての機能

を自市町村に整備してはしいという"フ

ルセット志向"からの脱却が求められて

いるのと同様、市町村の側は、すべての

事務を自ら行うという考え方から脱却し、

広域連合の利益と各市町村との利益の′ヾ

ランスを勘案しながら適切な役割分担を

図っていくことが重要になっている。

住民主導の市町村合併

人々の日常生活行動圏と行政区界との

間における不一致やずれの拡大に対応し

て、市町村が円滑な行政サービスを提供

しようとすると、一部事務組合などを利

用することもできるが、これを地方分権

推進との関連でより効率的に進めようと

すると、広域連合を利用することが可能

であり、さらに市町村合併を導入するこ

とができる。1995年3月の法律改正に伴

い、市町村合併に住民発議制度が認めら

れるとともに、財政的措置などの支援方

策が充実された。

①市町村合併の意義

広域連合は、現行の市町村区界を残し

.多居を広儲好を好齋㌻古舶ノ者舟
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たまま(場合によっては広域連合の議会

と長を設置したうえで)、市町村が目的

に合わせて相互に協力し、広域的な行政

サービスを提供していく形態である。

他方、市町村合併は、市町村の区域を

拡大し、人々の日常生活行動圏と行政区

界を限りなく近づけるため、周辺の市町

村が1つの市町村に統廃合されることで

ある。もっと厳密にいえば、市町村合併

とは、市町村の合体、編入、分割および

分立(市町村の廃置分合)のうち、少な

くとも1つ以上の市町村の数が減少する

ことであり、次の2つの形態に分けられ

る。

1)新設合併(対等合併):A町とB町

が新たにC市を設置する場合など

2)編入合併(吸収合併):B町がA市

に編入される場合など

市町村合併による効果として、次の点

が指摘されている[市町村自治研究全編

FQ&A市町村合併ハンドブック』(1995

年)の表現を一部敷街]。

1)地域の一体的な整備が促進されるこ

と

2)組織の統合・合理化による経費節減

と行財政運営の効率化が図られること

3)人材の確保が容易となり、職員の資

質向上が図られるとともに、組織の整

備・充実が図られること

4)事務処理の改善が行われること(窓

口事務の合理化、OA化など)

5)公共施設の効率的な配置、利用が可

能となること

6)広域的・総合的・計画的な公共施設

整備が実施できること(住宅、交通、

土地利用など)

7)効率的投資が可能となること

・このうち市町村合併に伴う経費節減効

果については、埼玉県の試算がある。こ

れによると、人口3-10万人の2市2町

広域連合と市町村合併

一部事務組合 広域連 合 市 町村合併

権限等の移譲 ・で きない ・で きる ・で きる

市町村の区界 ・既存の まま

A .

・既存のまま (広域連

合の議 会と長を置 く

こともできる)

A

・残 らない

DC ...! 「　 C

B '一ノ　 B i

多澱甘広域運冴ぜ炭素する劇方虔潜財 〟サーチ中屠　′ガス7
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が合併して23万人の新しい市町村をつくっ

た場合、職員と議員の減員により、職員

給与総軌は25%、議員報酬軌ま50%、そ

れぞれ減少し、合計で年間27億円が節減

できるという[1997年6月5日の日本経

済新聞を参照]0

②　市町村合併特例法の改正

特に1950年代半ばの大規模な市町村合

併に代表されるように、従来の市町村合

併は、小規模町村の問題解決を図るとい

う色合いが強かったが、その後は市制施

行や中核市・政令指定都市の指定をめざ

すなど、市町村の自主的合併に対する関

心が高まってきた。このため1995年3月、

「市町村の合併の特例に関する法律」の

改正により、合併の際の障害を除去する

という従来の観点に加え、合併に向けた

環境を積極的に整備し、自主的な合併を

推進するとの観点から、法律の趣旨にも

その旨が明記された。

改正後の特例法の主要な特徴は、以下

のとおりである。

1)合併協議会の設置を市町村長に対し

て請求できる(有権者の50分の1以上

の署名が必要)という住民発議制度が

設置されたこと

2)合併市町村のマスタープランとなる

市町村建設計画の内容に、合併市町村

自身が行う事業のはか、都道府県が実

リサーチ屯野1ガス　7

施する合併市町村の建設の根幹となる

事業に関する事項が加えられたこと

3)合併後の議会の議員の定数や在任に

関する経過措置の延長が認められたこ

と

4)財政的支援が図られていること(地

方税の特例措置の期間延長、過疎地域

が含まれる場合は合併後一定の期間に

おける過疎債の発行、地方債の発行と

その元利償還金に対する支援)

5)国・都道府県は、市町村の合併につ

いて助言や情報提供を行うとともに、

都道府県は市町村の求めに応じて市町

村間の必要な調整を行うことが明示さ

れたこと

③　市町村合併の手続き

市町村合併は、一般に次図のような手

続きで進められる。

④　市町村合併への動き

中国地方の市町村長を対象に実施した

今回のアンケート調査によると、今後、

広域的行政を促進する手法のひとっとし

て市町村合併に対する執心が高まってい

ることが分かった。このほかの類似調査

においても、市町村合併に前向きに対応

しようとする姿勢が全般に強くみられる。

たとえば、朝日新聞社が全国の都道府

県知事と市町村長を対象に実施したアン

.多ぼ結成薗好を度粟する.密方β葺蘇
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ケート調査によると、市町村合併の促進

について「賛成」という回答は、47都道

府県知事のうち4(8.5%)、2,768市町

村長のうち351(12.7%)であったが、

「自主的な合併には賛成するが、強制的

な合併には反対」という条件付きの賛成

意向は、47都道府県知事のうち41(87.2

%)、2,768市町村長のうち1,996(72、1%)

となっており、両者を合計すると、'都道

府県知事のほぼ全員、市町村長の85%が

市町村合併に肯定的な意向を示している

[1997年4月5日の朝日新聞]。

市町村合併手続きの流れ

合 併 関 係 市 町 村
都道府県知事 自 治 大 臣

A　　 市 B　　 町

住
民
発
議

住　 民　　 首　 長 首　 長

合併協　　 対象市 議会へ
議会設　　 町村長 の付議
道の請　　 に通知
求

を回答

II

∠ゝ⊂コ

1　　　　　　 1

届 出 の 受 理

報 告 の 受 理

A 市議会で議決　　　　 B 町議会で議決

l　　　　　　　　　　 l

合　 併　 協　 議　 会　 の　設　 置

併
協

1　　　　　　　　　　 1 l

議 合併にかかる協議　　　 市町村建設計画(案) 協　　　　 議

ノゝこェ王
の
・合併の形態 の作成 I

設 ・新市町村の名称 回　　　　　 答

報 告 の 受 理

直
と
協

・合併の時期

ノ
・事務所の位置

議 ・議員の取り扱い
1

・職眉の取り扱い 市町村建設計画の
など　　 作成

l　　　　　　　　 i

ノゝロ併
の
申
王立石目
お
よ
び
処
分

↓　　　　　　　　　　　　　　 ↓

申請書 の受理

I

都道府県議 会

の議決

1

合併 (廃置分
合) の決定

※市の廃置分合の場合
A 市議会で議決　　　　 B 町議会で議決

1　　　　　　　　　　　 1

合　 併　 の　 申　請　 書　 の　作　 成

合 併 (廃 置 分 合 ) の効 力 の 発 生

協1　　　 議

>
回　　　　 答

届　　　　 出

告　　　　 示

資料:市町村自治研究全編rQ&A市町村合併ハンドブックJ1995年の一部を改変して作成。
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また、同じ調査によると、市町村合併

を検討しているかどうかについて、2,768

市町村長のうち162(5t9%)が「検討中」、

669(24.2%)が「今後検討したい」と

回答しており、合計で3割あまりの市町

村長が合併を検討していることになる。

一方、最近の調べによると、全国110

か所、569市町村において何らかの合併

構想がみられるという[1997年6月5日

の日本経済新聞]。次表は、都道府県を

対象に実施した今回のアンケート調査

(1996年4月)に加え、これらの新聞情

報をもとに、全国における主要な市町村

合併構想を整理したものである。

1996年12月末現在で、住民発議は32件

行われている。しかし、市町村議会の議

決を経て合併協議会の設置に至った事例

は、茨城県水戸市と常北町、兵庫県多紀

郡4町および岡山県川上村と八束村の3

例にすぎない。残りは、宮城県仙台市と

名取市、淡路島、福岡県志摩町の事例の

ように、住民請求がありながらも関係市

町村の議会において否決されている。

⑤　市町村合併の留意事項

1995年3月に改正された「市町村の合

併の特例に関する法律」の冒頭において、

関係市町村の自主性が強調されていると

おり、地方分権のいわゆる・受け皿・と

して「団体自治」の論理が優先され、

リサーチ中屠1ガス　7

「住民自治」の契機を欠いた機械的な市

町村合併は避けなくてはならない。

このような観点から全国知事会など地

方6団体は、地方分梅推進委員会第1次

勧告に先立って1996年10月にまとめた

「機関委任事務の廃止に伴う事務の整理

及び国の関与に関する考え方等について」

のなかで、「権限移譲の"受け皿"の整

備等の見地のみから一律の人口規模や財

政規模により市町村の合併が行われるこ

とは不適切であるが、住民の日常生活圏

の拡大に応じて地域の一体的整備、高齢

化社会に備えた社会福祉等住民に身近な

行政サービスの充実、市町村の行財政基

盤の強化等を図るため、各地域における

広域行政の積み重ねの上に立ってその自

主的な発意に基づくいわゆる"自主的合

併"が行われることは望ましいこと」と

の見解を示している。

また、逗子市長を務めたこともある富

野曙一郎・島根大学教授は、「財政権と

自己決定権を地方政府に付与する法的・

実態的対応を伴わない権限と事務の委譲

は、住民の生活空間に関する意識やコミュ

ニティレベルにおける一人ひとりの生活

の充足に対するきめの細かい施策の展開

(狭域行政)を動機付けるよりは、権限

と事務の肥大に見あう効率的行政(広域

行政)の展開に自治体側をプッシュし、

結果として地方政府(住民ではない)主

.多鱈を威嚇好を度弄する地方虔潜餌
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導による行政区域の統合広域化を促す結

果となる」と、行政の都合だけによる地

方分権の推進が機械的な広域化につなが

りかねないとの警鐘を鳴らしている[同

『地方政府・地方主権のすすめ』1994年]。

(む　市町村合併の推進課題

少子化・高齢化の進展、人口減少局面

への移行、行財政改革、景気の長期低迷

と財政事情の悪化、公的介護保険導入の

具体化といった要因を背景に、地方分権

の推進とも相まって、市町村合併に関す

る議論が高まりをみせている。1997年1

月、白川勝彦・自治大臣が「市町村数は

現行の3分の1の1,000程度が適正」と

発言したことをうけて、自治省・地方制

度調査会でも市町村合併に関する議論が

活発となり、新聞などでは「昭和の大合

併」に次ぐ「平成の大合併」という表現

もみられる。

市町村合併の推進にあたっては、前述

のとおり市町村の自主性が尊重されるべ

きであり、たとえば山口県山口市と小郡

町のケースのように、山口県などが「中

核都市」の育成のために合併が必要と唱

えるほどには、合併に対する小郡町民の

関心が煮詰まっていないのが実情である。

とはいうものの、一方では、住民発議

が成立したにもかかわらず、関係市町村

の議会の反対で合併協議会の設置に至ら

.多ぼ正広ぜ逆好を度芽㌻各彼方虔者鋳

なかったケースをどうするかという問題

がある。他方では、合併したくても実現

が困難なケースをどう扱うかという問題

もある。また、道路交通網の整備や情報

通信基盤の発達に伴って人々の日常生活

行動圏はさらに変化することが見込まれ

るが、市町村合併によって行政区界が固

定されると、機動的な行政サービスの提

供が難しくなるのではないかという見方

もある。

このうち2番目の問題については、今

回のアンケート調査にもみられるとおり、

特に山間地域や島しょ郡では地形的理由

などからこれ以上の合併が困難な状況が

うかがわれる。たとえ地形的制約はなく

とも、これらの山間地域や島しょ部では

小規模な町村が多く、小規模町村同士が

合併しても行財政の効率化と行政サービ

スの維持につながるかどうかは判断が難

しい。逆に、中心都市は、財政面などに

問題のある小規模町村との合併を忌避す

るかもしれない。

以上のようなわけで、地方分桂や国・

地方の行財政改革にあわせて市町村合併

を進めると同時に、多様な広域連携の方

途を検討していく必要がある。
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全国の主要な市町村合併構想

都道府県

北 海 道

関係する市町村 ・団体 取　 組　 の　 概　 要

歌志内市 ・95年10月、理事者と市議会議員による勉強会が設置

赤平市 ・95年12月、議員有志による勉強会が設置

釧路 ・中空知地域 ・商工会議所、青年会議所が講演会などを開催

青 森 県 八戸市、周辺6 町村

岩 手 県 盛岡市、3 町村 ・経済同友会が提唱

宮 城 県 仙台市 ・名取市 ・95年 5 月に名取市で住民発議が成立 したが、名取市議会の
反対で合併協議会の設置に至 らず

築館町など10町村 .・青年会議所が 「くりはら市」構想を提唱

大河原町、柴田町、村田町 ・経済団体が 「さくら市」構想を提唱

山 形 県 山形市 ・3 市 2 町の合併構想を関係市町に提示

茨 城 県 水戸市、常北町 ・95年 9 月に水戸市との合併について住民発議が成立、町議
全が法定合併協議会の設置を可決

取手市、藤代町 ・96年 8 月、藤代町の住民発議をうけて、取手市との間で合
併協議会設置を検討中

鹿嶋市、2 町 ・青年会議所などが提唱

ひたちなか市、東海村

群 馬 県 前橋市、大胡町、拍川村、 ・1997年5 月、中核市を意図しながら、前橋広域圏行政研究

富士見村、宮城村 会 (企画担当部課長) を設置

埼 玉 県 大宮市、上尾市、伊奈町 ・95年 5 ～ 6 月に上尾市と伊奈町で住民発議があるも、合併
協議会の設置に至らず
・96年 5 月に関係市町の議員が合併連絡協議会の設置に合意

浦和市、大宮市、与野市 ・浦和市、大害市、与野市の3 市合併をめざして、浦和市に
研究会などを実施
・97年春、浦和市と大宮市の市議会関係者らが懇談を開始
・97年 7 月の合併協議会設置に向けて準備中

川口市、蕨市、戸田市、
鳩 ヶ谷市、草加市

・川口市などの市議会関係者が提案

朝霧市、志木市、和光市、
新座市

・青年会議所などが提唱

本庄市、5 町村 ・青年会議所などが提唱

千 葉 県 茂原市、6 町村 ・97年 5 月、関係市町村長が合併問題調査研究会を設置

東 京 都 保谷市、田無市 ・両市長が可能性を協議

新 潟 県 新潟市、黒崎町 ・95年 7 月、2 市町で新潟市 ・黒崎町合併問題協議会を設置
し、事務 レベルで研究中

三条市、燕市 ・三条青年会議所などが提唱

鹿瀬町など 3 町村

富山 県 小杉町など 3 町村

山梨 県 甲府市、周辺 5 町 (または ・青年会議所が提案、運動中

8 町村) ・甲府市の総合計画策定委員会で中核市構想が提示 (現在 の
人口は約20万人、中核市移行のための合併を意図)
・97年前半、甲府市が市町村合併と中核市構想 に関する庁内
研究会を設置予定

富士吉田市、周辺町村 ・青年会議所が提唱

八田村など 5 町村 ・青年会議所が 「峡西市」構想を提唱

高根町、小淵沢町など4 町
村

・青年会議所が 「八 ヶ岳市構想」を提唱

櫛形町など5 町村

リサーチ中屠　7蛮妖　7　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　多が甘広域凍瘡を度弄㌻各地方古着鋳
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(その2)

都道府県 関係する市町村・団体 取　 組　 の　 概　要

長野県 諏訪地域3市2町 1村 ・96年9月、住民発議に基づく直接請求書を提出
・97年2月、3市 1町の議会で可決、1町1村の議会で否決

更埴市、戸倉町など3町 ・戸倉町などが提案

岐阜県 岐阜市など3 市1郡 ・93年に経済同友会が県央広域崔形成を提言

西濃地域 ・93年に青年団体が「西濃市」を提唱

中津川市、意郡市 ・94年に経済同友会が提言

多治見市、土岐市、瑞浪市、 ・91年に経済関係者による研究会が合併構想を提示

笠原町 ・93年に経済同友会が提言

静岡県 静岡市 ・94年4月、・市と商工会議所が広域都市問題に関する研究会
を設置、政令指定都市実現に向けた研究を開始
・94年11月、静岡市長が政令市に向けて当面、静岡市と広域
連合を設置したい旨を発表

清水市 ・97年2月、青年会議所が静岡市皐の合併に向けた住民発議
への活動を開始

沼津市、清水町 ・首長が中核市推進協議会を設置

焼津市、藤枝市、畠田市は ・97年5月、関係市町の首長と経済団体代表が連絡協議会設

か2町 置に向けて合意

愛知県 刈谷市、安城市、高浜市、 ・94年に関係市長会議で「碧海市」設立を提案
知立市、碧南市 ・95年に住民アンケートを実施

半田市、常滑市など5市5 ・半田市長が連合政府構想を提唱

町 ・94年3 月、知多地区広域行政圏協議会で広域行政に関する
調査研究の実施を決定 ・

西尾市、周辺3町 ・青年会議所などが提唱

豊川市、周辺4町 ・青年会議所などが提唱

三重県 浜島町など5町 ・住民発議を進行中

京都府 田辺町 ・95年11月、木津町、精華町との合併について住民発議ある
も、合併協議会の設置に至らず

園部町 ・96年2 月、周辺7町との合併について住民発議あるも、合
併協議会の設置に至らず

兵庫県 阪神丹波地域 ・阪神広域行政都市協議会 (1961年設置、尼崎市、西宮市な
ど) と丹波総合開発促進協議会 (1959年、氷上町など) が

1972年に阪神丹波地方行政連合協議会を設置し、相互協力
や共通プロジェクトの促進を行う

淡路島 (1市10町) ・96年5 月、青年会議所を中心に「淡路1市を実現する会」

を設置
・96年8 月、住民発議に基づき合併協議会設置が検討された

が、成立に至らず

多紀郡4町 ・96年3月、4町の町長・議長らが研究会を設置
・97年4 月、法定合併協議会を設置

奈良県 王寺町など6町

鳥取県 倉吉市、9町村 ・関係市町村の議会議員の若手有志が提唱

島根県 浜田市、江津市、4町村 ・経済同友会が提唱

出雲市、平田市、大田市10
町村

・経済同友会が提唱

岡山県 川上村、八東村 ・96年4月、住民発議請求が議会で可決
・96年9月、合同の合併協議会が設置

広島県 海田町 ・95年10月、海田町の民間団体が広島市との合併推進協議会
を設置

・96年1月、海田町長が広島市長に検討会設置を申し入れ
・97年3月、広島市・海田町合併問題検討会が当面は合併を
具体化しない旨を最終報告
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(その3)

郁道府県

広島県

関係する市町村・団体 取　 組　 の　 概　 要

福山市、神辺町 ・経済団体などが提唱

甲山町 ・95年5月、町議会が世羅町との合併に関する特別委員会を

設置

山口県 山口市、小郡町 ・95年2月、山口市長が小郡町長に合併を申し入れ
・96年8月、合同で合併計画検討協議会を設置

徳山市など4市4町 ・90年5月、関係市町の職員が調査研究会を設置
・93年4 月、徳山市の民間団体が中核都市づくり協議会を設

置
・96年10月、徳山市議会が合併問題懇話会を設置
・97年2月、徳山・下松・新南陽の民間団体が統合して周南

中核都市づくり協議会を設置
・97年5月、徳山・下松・新南陽3市長が周南合併推進協議

全の設置を表明
・97年6月、徳山・下松・新南陽3 市の正副議長が周南地区
市議会合併問題研究会を発足

長門市、周辺3町 ・95年9 月、長門市が周辺町に合併問題を提示
・96年11月、三隅町の検討会が 「民意は合併に反対」の旨を

町長に報告

香川県 丸亀市、善通寺市、周辺7

町

・青年会議所などが20万都市構想を提示

大川郡8町 ・青年会議所などが構想を提示

観音寺市、9町 ・住民団体、経済団体などが 「三豊市構想」を提唱

愛媛県 伊予三島市、川之江市、1 ・経済団体などが構想を提示

町2村 ・95年7月、伊予三島市に合併推進プロジェクトチームを設

置

福岡県 志摩町 ・95年11月、福岡市との合併に向けた準備室を設置
・96年4 月、住民党議あるも福岡市の同意が得られず合併協

議会の設置に至らず

田川郡8町1村 ・93年4 月、関係町村助役会が合併に向けて一郎事務組合の
統合や合併研究会の設置を提案

・副 ll市と9町村の合併構想も浮上

宗像市、4町村

遺賢郡4町 ・93年5月、関係町の議員による調査検討委員会を設置

佐賀県 唐津市、9町村

長崎県 島原市、16町 ・市民グループが提唱

熊本県 免田町など5町村 ・地元町村で可能性を検討

宮崎県 宮崎市、高岡町

日向市、門川町 ・日向商工会議所、門田脚丁が提唱

鹿児島県 国分市、周辺3町 ・93年5 月、関係市町の議員が研究調査会を設置
・96年5 月、研究調査会が連絡協議会 (50人) に発展

国分市、11町村 ・加治木・隼人の両町長が「南九州市構想」を提唱

沖縄県 具志川村、仲里村 ・2村議会が合併協議会設置に向けて合意

具志川市、2町

資料 :都道府県に対する今回アンケート調査 (1996年4 月)、1997年5 月23日の時事通信社「官庁

速報」、1997年6月5 日と同年6月29日の日本経済新聞などから作成0
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広域的行政を促進する仕組みづくり

(9　自治省の動き

自治省は、1995年9月に「広域行政ア

ドバイザー制度」を発足させた。これは、

都道府県や市町村が開催するシンポジウ

ムやセミナーにアドバイザーを派這する

ものである。

1997年1月には庁内に「合併相談コー

ナー」を開設するとともに、インターネッ

トを通じて市町村合併などに関する情報

提供サービスを開始した。4月には、課

長級から構成される「市町村合併推進プ

ロジェクトチーム」を設置した。また、

4月に開催された全国都道府県財政課長・

地方課長合同会議では「1997年度地方財

政運営に関する事務次官通達」が出され

たが、そのなかでは地方行財政運営の効

率化にあわせて、地域の一体化を図るた

め、複数の市町村による公共施設の相互

利用と市町村間の人事交流を促進してい

くことが要請されている。

なお、同省では、1995年度から3か年

にわたって「広域行政圏のあり方に関す

る調査」を実施中である。

新聞報道などによると、こういった一

連の活動を通じて、たとえば一定規模を

有する広域市町村圏に対し、広域行政機

構の強化にあわせて政令指定都市や中核

市に準じた権限移譲を行うかどうか、住

民発議が設立したにもかかわらず議会の

多鰭を広硯材あ賂弄する地方昏者煤

議決が得られなかったときに住民投票で

市町村合併の是非を問うかどうか、といっ

た事項が検討されているといわれる。

(診　その他

自治省の動きに対応して、地方制度調

査会でも市町村合併の推進課題や小規模

町村の維持のあり方を検討中である。そ

の一環として、自治省と連携しながら、

都道府県による市町村合併の支援策、市

町村長の合併意向などを調査しており、

これらをふまえ、1997年秋を目途に答申

を行う予定である。

また、全国市長会や全国町村会など地

方6団体は、1997年5月、市町村合併に

関する研究会を設置した。

さらに地方分権推進委員会においても、

広域的行政などの地方行政体制の問題は、

財政問題などとともに、残された重要課

題のひとつであり、第2次勧告に向けて

検討が進められている。

リサーチ中β1ガ坑　7
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広域連携への新たな取組

複数の市町村による広域的行政への関

心が高まるなか、必ずしも制度的枠組み

にとらわれず、全国各地で多様な広域連

携の試みが展開されている0以下は、都

道府県を対象に実施した今回のアンケー

ト調査や新聞情報などをもとに全国の事

例を整理したものである0

スケールメリットか期待できる公共

施設の共同整備

①　共同整備によるメリット

公共施設の共同整備に取り組んでいる

事例としては、次表のようなものがあげ

られる。中国地方からは、共同でホール

を建設したり、他都市に共同でアンテナ

ショップを開設した島根県邑智郡7町村

の取組がみられる。

こういった施設の共同整備については、

次のようなメリットが指摘されている

[時事通信社「官庁速報」1996年7月30

日～8月1日]。

1)共同することによって財源が拡大し、

単独で実施する場合より1～2ランク

上位の施設が整備できること

2)複数の市町村が種類の異なる施設整

備を行うことにより、広域的に機能分

担が図られること

3)管理運営費用を分担できること

〝サーチ中屠1ガ7　7

②　共同整備の問題点

その一方、建設場所の選択が難しいこ

と、費用の分担を決めるのに時間がかか

ること、といった問題点が指摘されたい

る[同上]。

表の施設について建設場所にみてみる

と、「登米地域視聴覚センター」は人口

が最も多く圏域の中心となっている迫町、

「那須野が原ハーモニーホール」は2市

町の境界上、「小出郷文化会館」は人口

が最も多い小出町、「悠邑ふるさと会館」

は邑智郡の中央部に位置する川本町に建

設されている。大野広域連合の場合は、

文化会館建設のために以前から基金を積

み立てていた実績が買われて、三重町に

建設される。

費用についてみると、登米地域では、

事業費・運営費ともに均等割りを3割、

人口割りを7割としている。大田原市と

西那須野町の場合、建設費は人口・財政

規模に応じて7:3、運営費は双方対等

に5:5の配分としている。

他の3例は、もっと複雑な方法で分担

を決めている。新潟県小出地域の場合は、

均等割り、人口および利便性(距離や交

通の便)という3つの要素が組み合わさ

れ、小出町が52.59%、残りを5町村で

分担している。管理運営費については1

.多が盆広脚を皮質すき伽ノ旨1徳
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年目は建設費と同じ割合としているが、　　にしている。島根県邑智郡7町村の場合

2年目以降は建設費の負担割合や施設の　　　は、大ホール、事務組合事務室、図書室

利用実績などを勘案して決めていくこと　　　などの機能ごとに分担を細かく決めてい

公共施設の共同整備の事例

都道府県 活動 ・事業の名称 年　 月 構　　 成 取組の概要

宮城県 登米地或視聴覚センター 1994年8 月 登米郡8 町 ・一部事務組合で設置
の設置 竣工 ・総事業費は約2.9億円

勤労者福祉センターの 1997年4 月 石巻市など1市 9 ・広域圏で財団法人石巻地区

設置 設置 町 勤労者福祉サービス~セン・ター

を設置する

山形県 公立病院の建設 1997年度着 山形県、置賜地域 ・県と市町で一郎事務組合を

工、2000年
度開設予定

2市2 町 設置し、病院の建設 ・遷宮
を行う、総事業費300億円

・県は事業費の80% 、運営費
の45% を負担

栃木県 那須野が原ハーモニー 1994年12月 大田原市、西那須 ・全国初の自治体共同施設と
声一ルの建設 開設 野町 してホールを開設 (大ホー

ル1300席、/トホール400席)

・2 市町が設置した那須野が
原文化振興財団が運営する

・総事業費は約91.4億円

東京都 多摩六都科学館の設置 1991～93年 多摩北部都市広域 ・総事業費は約120億円
皮革業 行政圏協議会 ・共同で設立された多摩六都

科学館組合が運営

新潟県 小出郷文化会館の設置 1996年 6 月

開設

北魚沼郡の6町村 ・一部事務組合で文化会館を

設置 (大ホール1200席、小
ホール400席)

・総事業費は約35億円

富山県 県境を越えた広域行政 検討段階 富山県 :城端町、 ・共同で病院を建設・運営
岐阜県 機構による病院の建設 福光町、平村、上 ・方式として一郎事務組合ま

平村
岐阜県 :白川村

たは広域連合を検討

島根県 他県にアンテナショッ 1996年 8 月 邑智郡5町 2 村 ・広島市内に 「ぐんぐんおお

プの開設 開設 ち」を開設し、特産品の紹

介や観光案内を行う

悠邑ふるさと会館の設
置

1996年10月
開設

邑智郡 5町2 村 ・邑智郡町村総合事務組合で

設置

・ホール1100席、図書館、事
務組合事務室など

・総事業費は約33億円

大分県 文化センターの建設 1998年 1 月
(予定)

大野郡 8町村 ・全国初の広域連合により建

設する

資料:都道府県に対する今回アンケート調査(1996年4月)、時事通信社「官庁遠投」、新聞記事など
から作成。
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るが、全体ではjl体町が79・3%、残りは

6町村の均等割りとしている。運営費も

ほぼ同様の負担としている。大野広域連

合の場合、三重町が用地費の全額と建設

費の8割を負担し、残りの建設費は、人

口、建設地からの距離の逆数および標準

財政規模の3つを組み合わせて7町村が

負担することになっている。

大都市圏で活発な公共施設の相互利

用

次表は、広域的に公共施設の相互利用

公共施設の相互利用の事例

都道府県 活動 ・事業の名称 年　 月 構 ・成 取組の概要

栃木県 公共施設の相互利用、 1992年 9 月 両毛広域都市圏総 ・圏域20市町村が92年に協議
. 群馬県 広域タウン誌の発行 設置 合整備推進協議会 全を設置し、交流イベント

(栃木県足利市な や公共施設の相互利用など
ど2市 2 町、群馬 を実施
県桐生市など3 市 ・96年 4 月から広域タウン誌
9 町4 村) を発行 (約30万部、圏域と

周辺地域の全戸に配付、隔
年発行を予定)

群馬県 図書の相互貸し出し、
共同観光キャンペーン

前橋市、周辺 4 町
村

埼玉県 公共施設の共同利用 1994年 6 月 県央都市づくり協 ・圏域内59施設の共同利用
開始 議会 (鴻巣市など

3 市 1 町 1 村)
(利用料金の統一)

図書館の共同利用 1994年10月 埼玉中枢都市圏首 ・圏域内の13図書館のほか異
開始 長会議 (浦和市、 勒図書館、配本所の相互利

大害市、上尾市、
伊奈町)

用

1995年10月
開始

西部地域まちづく

り協議会 (所沢市
など4 市)

・4市 の図書館の相互利用

長野県 広域市町村圏での住民 1990年から 諏訪市、岡谷市、 ・住民票の相互交付サービス

票交付、図書館の情報
交換

順次開始 茅野市、 3 町村 ・図書館のオンライン化

大阪府 公立文化施設協議会 1966年 7 月
設置

大阪府、32市 2 町 ・公演の企画、研修、表彰な

どを共同で実施

鳥取県 中国山地県境市町村連 1997年秋閑 4 県の16市町村 ・域内の5 図書館の蔵書を郵
島根県
岡山県
広島県

絡協議会 (県境サミッ

・ト)

始予定 便で貸し出すサービス

広島県 公立既書館の相互貸し 検 討段 階 広島市、廿日市市、 ・相互開放に向けて条例など

出し事業 (97年内に 大竹市、海用町、. を検討中 (広島市ではすで
実施予定) 大野町 に一部の施設を開放中)

資料:軌道府県に対する今回アンケート調査(1996年4月)、新聞記事など。
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に取り組んでいる事例である。首都圏や

大阪圏などの大都市圏では、交通網の発

達や人々の流動性の高さなどを背景に、

公共施設の相互利用が活発である。

特に埼玉県では、9つの広域行政圏を

一部組み替えた5つの複合都市圏に基づ

いて地域整備を進めることとしているが、

さらに「基礎的都市圏」として、14の地

域について「まちづくり協議会」を設置

している。これは、同県独自の広域行政

推進体制であり、それぞれの「まちづく

り協議会」において、市町村の自発的な

連携を活かしながら、広域的な計画策定、

広域的課題に関する調査研究、住民の一

体感を醸成するためのイベントの開催や

情報誌の発行などが行われている。ほと

んどすべての「まちづくり協議会」にお

いて、図書館やスポーツ施設などの公共

施設の相互利用が実施されている[詳し

くは、埼玉県「広域行政活性化マニュア

ル」(1996年3月)を参照]。

また、長野県諏訪地域の3市3町村で

は、市町村合併構想も検討されているが、

これとは別途、関係市町村が協力して住

民票の相互交付サービス、公立図書館の

オンライン化による情報交換などを実施

している。

中国地方では、鳥取・島根・岡山・広

島4県にまたがる中国山地県境市町村連

絡協議会(県境サミット)と広島都市圏

において、図書館の相互利用を検討中で

ある。このうち「県境サミット」では、

構成している16市町村の住民が、圏域内

5か所の図書館の蔵書を電話などで注文

し、郵便を通じて配達・返却するシステ

ムを考えている。

広域圏における条例制定の事例

都道府県 活動 ・事業の名称 年　 月 構　　 成 取組の概要

栃木県 ポイ捨て条例の制定 準備段階 宇都宮市など4 市 ・同一趣旨の条例を関孫市町
12町 で制定 (97年度)

・98年度から共同事業を予定

新潟県 市町村 ごみの散乱防止 1997年 1 月 新井市、板倉町、 ・住民のほか登山者などの観

に関する条例の制定 制定 妙高高原町、中郷 光客を対象に、ごみのポイ
(4 月施行) 村、妙高村 捨てを防止する条例

長崎県 環境美化の推進に関す 1994年4 月 平戸市など2 市11 ・県の条例制定 (93年度) を

る条例の制定 制定 町 1 村 うけて広域圏で統一条例を

制定
環境美化の推進に関す

る条例の制定

1994年10月
制定

壱岐郡4 町

資料:都道府県に対する今回アンケート調査(1996年4月)、新聞記事など。
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統一性・一貫性か確保できる広域圏

での条例制定

環境美化や公害防止などの分野は、単

独の市町村で実施するよりも広域的に取

り組んだほうが統一性・一貫性を碇保す

ることができる0

①　観光・イベント

今回の調査によると、同一趣旨の条例

を広域的に制定している事例は、次表の

とおり4例であるが、いずれも環境美化

に関係したものである。このうち栃木県

宇都宮地域を除く3例は、観光地とみら

れる。

広域的な観光・イベント・情報交流への取組事例

都道府県 活動 ・事業の名称 年　 月 構　　 成 取組の概要

山形県 広域観光振興プログラ 199 7年 3 月 山形県、村山地域 ・2006年度を目標とした 「や
ムの未定 開始 (山形市 など 7 市 まがた地域 ・昂プラン2 1」

7 町) を策定

・市町長などから構成 される
やまがた地域観光振興協議
会を設置する

福島県 只見川電源流域振興協 1989年 2 月 流域 9 町村 ・イメージアップ、特産品振
議会 ` 設置 . 興、観光推進、人材育成な

どの共同事業を実施

埼玉県 ツール ・ド・秩父の開 19 89年度～ 秩父広域市町村圏 ・埼玉県などと協力 し、圏域
催 組合 内でサイクリング大会を年

1回開催する

東京都 . 多摩六都フェアの開催 1988年度～ 多摩北部都市広域 ・共通コンセプ トの もとで各
行政圏協議会 自治体がイベントを開催

・広域圏の広報誌で紹介する

富山県 庄川水系 ミュージアム 流域の 2 町 3 村 ・広域観光ゾーン形成のため
街道推進協議会 に共同事業を実施

大阪府 華やいで大阪 ・南河内 1990年12月 南河内地域の10市 ・歴史大学、キャラノヾ ン隊、
キャンペーン協議会 設置 町村 と観光協会 ノヾンフレット作成 などの共

同事業を実施

島根県 神楽観光ルート協議会 1989年設置 浜田道沿線の18市 ・浜田道沿線で神楽をテーマ
広島県 町村 に一体的な観光振興の推進

江の川文化圏会議 1994年設置 建設省、島根県、 ・連携 してイベントなどを実
広島県、流域39市

町村

施

島根県 鉄の道文化圏推進協議 1987年設置 安来市、広瀬町、 ・鉄の道に関する学術調査、
会 仁多町、機田町、 共同ノヾ ン7 レッ トの作成、

吉田村 広報活動などを実施

広島県 瀬戸内しまなみ海道周 1995年設置 西瀬戸自動車道沿 ・広域的課題の総合調整 と事
愛媛県 辺地域振興協議会 ( 1996年5月

名称変更 )
線の20市町村 菜の推進、地域活性化 の研

究と施策の実施、広域 プロ
ジェクトの推進を日的

リサーチ中厨.柑〝　7　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　.多ぼ盆広乾度盾を虔弄㌻音感方β一昔蘇
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広域的な観光・イベント・情報交流

への取組

観光・イベントなどの分野も広域的な

取組が必要であることから、次表に示す

とおり、広域的に共同して観光・イベン

トを実施したり、そのために相互に情報

交流や共同で情報提供を行っている事例

は数多くみられる。

情報提供の取組のなかには、地域外に

②　情報交流

情報発信をするだけでなく、圏域を構成

する市町村の広報誌などに他の市町村の

情報を掲載するコーナーを設けるなど、

圏域の一体感形成を意図したものも少な

くない0また、最近では情報提供の手段

としてインターネットに共同でホームベ_

ジを開設する事例も増えている。

都道府県 活動 ・事業の名称 年　 月 構　　 成 取組の概要

山形県 広域情報誌の発行 1995年開始 庄内広域行政組合

(14市町村)
・95年度か ら年 2 回発行

茨城県 広報誌に広域圏の共通 1995年 4 月 水戸地方広域市町 ・1各市町村の広報誌に圏域の
記事を掲載 開始 村圏 (15市町村 ) 情報を記載するコーナーを

設置

兵庫県 共同でホームページの 1997年 5 月 神戸市、周辺の 6 ・災害時の相互応接協定を締
開設 開設 市 2 町 結 している 7市 2 町で、観

光 ・イベント情報を提供

鳥取県 共同でホームページの 1997年秋 鳥取県東部広域行 ・観光 ・イベント情報などを
開設 (予定) 政管理組合 (鳥取

市など15市町村)

掲載

岡山県 広報誌に情報提供 19 97年 7 月 井笠圏域振興協議 ・井笠地域の公共施設におけ
広島県 開始予定 全、福山地方拠点 るイベント情報を福山地域

都市地域推進協議 の広報誌に掲載
ノゝ
コ=

・井笠地域にも配付

広島県 広域広報、ガイドプッ 1994年度か 広島広域都市圏形 ・広報誌に相互の情報を紹介

山口県 クの作成 ら開始 成懇談会 (広島市 するコーナーを開設
と周辺の13市町) ・圏域の公共施設のガイド_ブッ

クの作成など

山口県 公共施設を紹介 したノヾ

ンフレットの作成

1997年 5 月 県央部地方拠点都

市地域整備推進協
議会 (山口市、防
府市、 2 町)

・圏域の10万蛍の世帯に配付

徳島県 英文の圏域ガイ ドプッ 1994年度 県中央地区広域市 ・日英両国語による圏域ガイ
クの作成 町村圏振興協議会 ドブックを作成 (8000郡)

( 8 町村 ) ・外国人のほか学校の教材と

して も利用

資料:都道府県に対する今回アンケート調査(1996年4月)、新聞記事など。
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増えている広域的な人事交流と人材

蚕成

1997年4月に出された「1997年度地方

財政運営に関する事務次官通達」のなか

で、地方財政改革にあわせて、複数の市

町村間で公共施設の相互利用を進めたり、

相互の人事交流を促進することが要請さ

れた。

この通達に先行するかたちで、全国で

は次表のような広域的な人事交流の事例

がみられる(姉妹市町村における人事交

流のような遠隔地の事例を除く)。これ

らの取組は、いずれもこの2～3年のう

ちに開始されている。広島広域都市圏で

は、後述のように、相互の情報提供や共

同の職員研修などの事業を実施している

が、一部の市町が参加して人事交流を始

めている。

広域的な人事交流・人材養成への取組事例

郁道府県 活動 ・事業の名称 年　 月 構　　 成 取組の概要

宮城県 岐員の相互派退 1996年 4 月
開始

石巻市、枕生町 ・各 3 人、1 年

茨城県 職員の相互派退 1997年 4 月
開始

真壁郡5 町村 ・一般行政職、保健婦、保母
など、各町村 3人、 1 年

千葉県 職員の相互派退 1994年 4 月 富浦町、富山町 な ・一般職、教育職各2 人、 1
開始 ど3 町 1村 年

新潟県 職員の相互派退 1995年 4 月
開始

聖籠町、力脚 11村、
紫雲寺町、中条町

・各 6 人、2 年

長野県 職員の相互派退 1996年 4 月

開始

軽井沢町など4 町

2 村

・各 2 人、2 年

岐阜県 職員の相互派退 1997年 4 月
開始

岐南町、穂積町 ・各 2人、 1 年

静岡県 職員の相互派遣 19 97年 4 月 静岡市、清水市、 ・88年度から静岡市 と清水市
開始 藤枝市、島田市 で開始

・97年度から2 市参加 、98年
度から焼津市 も参加予定

・各 1 人、 1年

広島県 ホームヘルノヾ一養成事 1997年 5 月 呉地方拠点都市地 ・基金の果実を利用 し、共同
業 開始 域推進協議会 (呉

市など1市 12町 )
でヘルパー養成講座を開催

広島県 職員の相互派退 19 96年 4 月 広島市、廿日市市、 ・広島市 4 人、他市町か ら各
山口県 開始 加計町、岩国市 1 人、 1年

資料:都道府県に対する今回アンケート調査(1996年4月)、人事交流については1997年5月26日付
け日本経済新聞を参照。
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広域的な地域振興への総合的な取組事例

都道府県 活動 ・事業の名称 年　 月 構　 成 取組の概要

北海道 札幌広域圏組合の設置 1997年2 月 札幌市など6 市 1 ・札幌広域市町村圏振興協議
町3 村 全を発展させ、ふるさと市

町村圏基金を利用 して組合
を設立

山形県 山形広域行政協議会 1972年度設 山形市、天童市、 ・96年4 月、各市町の広報誌

直 上山市、周辺 2町 に圏域の情報を記載 した共
通コーナーを開設

・粥年度、各市町の行政制度
の比較に関する調査

・97年度、ノヾ ソコンによる情
報ネットワーク構築、統計

データなどの共有化により
総合計画の推進に利用
(98年度から本格稼働予定)

福島県 広域的な活性化構想の 1995年7 月 3 県の25市町村 ・3 県にまたがる 「F IT 構想」
茨城県
栃木県

策定 の地域版

千葉県 干葉都市圏企画担当課

長会議
1995年5 月
設置

千葉市ほか10市町 ・広域的な連絡 ・調整を行う

岐阜県 揖斐郡過疎地域広域連 1996年12月 春日町、久瀬町、 ・福祉・健康、教育、交通・通

合協議会 設置 藤橋町、坂内町 信、人事 ・財政、観光の5
部会を設置し、共同で過疎
対策に取り組む

長野県 県境三圏域交流懇談会 1977年10月 長野県飯伊地域、 ・情報交換、研究活動、共同
静岡県 設置 静岡県北遠地域、 事業を実施
愛知県 愛知県新城南北設 ・89年度から年 1回 「街道物

楽地域の広域行政
機構

'語」を発行

三通南信地域の交流 ・ 3 県の59市町村の ・85年に中部経連が 「三通南
連携の促進 行政、経済団体な 信 トライアングル構想」を

ど 発表

・94年 1 月、 3 県、関係市町
村、商工会議所などが三遠
南信地域整備連絡会議設置

・96年、3 県の 3 拠点都市地
域の59市町村長、商工会議
所などが三通南信地域連携
推進協議会を設置

静岡県 広域的な地域づ くりの 1994年度策

定

川根地域 3 町 ・共同で産業や文化の活性化

推進 を図るため 「川根地域まる

ごと博物郷構想」を策定

愛知県 広域行政の新たな枠組 1994年度に 半田市、知多市、 ・半田市長が連合政府構想を

みに関する研究会の設
置

設置 常滑市など5 市 5

町

提示

・知多地区広域行政圏協議会
に広域行政に関す る研究会

`を設置
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(その2)

都道府県 活動・事業の名称 年　 月 構　　 成 取組の概要

兵庫県 因但県境自治体会議 1996年5 月 兵庫県温泉町など ・共同で観光振興、特産品づ

鳥取県 (因但県境サミット) 設置 4町、鳥取県国府 くり、交通網整備などに叡

町など4町 り組む

鳥取県 中国山地県境市町村遥 1993年8月 4県の16市町村 ・96年11月、議会により中国

島根県 絡協議会 (県境サミッ 設置 山地県境市町村議会協議会

岡山県
広島県

ト) を設置

・96年11月、広島県中小企業
共済協同組合と圏域内の施
設の割引サービスで提携

・97年2月、地ビールによる
森林水源トラスト事業の計
画を発表

・97年秋から図書館の蔵書の
貸出サービスを開始予定

島根県 中国山地森林文化圏構 中央中国山地 ・93年度に両県が基本計画を

広島県 想 (対象は島根 ・広 策定
島の12町) ・95年度に両県が基本計画を

策定

西部中国山地 ・95年度に両県が基本構想を
(対象は島根・広 策定
烏の8町3 村) ・96年度に両県が基本計画を

策定

島根県 邑智郡振興協議会 1989年9月

設置

島根県、関係7町
村

・県の支援事業を利用しなが
ら、広域的地域振興計画の
策定と広域的総合調整に取

り組む隠岐・絵の島振興協議
ノゝ
コ=

1989年10月

設置

島根県、関係7 町
村

鉄の道振興協議会 1994年3 月

設置

島根県、安来市な

ど1市2町

那賀郡振興協議会 1994年5 月

設置

島根県、関係4 町
村

雲南地域振興協議会 1994年7 月

設置

島根県、関係10町
村

広島県 TR Y アングル 1996年4 月 比和町、口和町、 ・隣接する3町でウェディン

設置 高野町 グセミナーなどの共同事業
を実施し、地域振興を図る

広島臨空広域都市圏振 1996年5 月 東広島市、竹京市、 ・空港を活用した広域的な地
興協議会 設置 三原市、周辺14町 域振興を図る (観光ガイド

ブックの作成など)

都市基盤整備のための 1994年3 月 広島市ほか ・広島市が同市安芸区、海田
広域計画の策定 町、熊野町、坂町を対象と

した安芸地域整備構想を策
定
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しその3
都道府県 活動・事業の名称 年月 構成 取組の概要

広島県 広島広域都市圏形成懇 1994年度か 広島市、山口県東 ・中枢都市圏としての一体的

な地域形成のために、広竣
広報やガイドブック作成、

職員の共同研修、共同イベ

ントの開催などを実施

山口県 談会 ら開始 部地域を含む周辺

9市4 町

愛媛県 今治市及び越智郡陸地
部行政連絡会

1995年12月

設置

今治市、周辺町村 ・広域的行政課詠 こ関する意
見交換などを行う

愛媛県
高知県

四国西南サミット 1991年 2 月
設置

愛媛の3市、高知

の3市

・共通課題の検討、相互交流
と親睦、社会基盤整備促進
を図る .

四国カルスト総合開発 1989年設置 愛媛の2町2村、 ・広域計画の策定、観光振興
連絡協議会 高知の 1町2村 などを実施

・91年度に広域共同プロジェ
クトに指定

福岡県 八女 ・筑後地域振興逓 1995年11月 八女市、筑後市、

絡協議会 設置 周辺 6町

鹿児島県 鹿児島都市圏整備推進 1991年 6 月 鹿児島県、鹿児島 ・広域都市圏形成のあり方を
協議会 設置 市ほか 2市10町 検言寸

・94年秋、「 l　　　 - ユー
ス」を創刊 (年 2回刊行予
定、約9000部)

資料:都道府県に対する今回アンケート調査(1996年4月)、新聞記事など。

市町村職員の交流がほとんどであるが、

広島県呉市を中心とする呉地方拠点郡市

地域では、「ふるさと市町村圏基金」の

果実を利用して、ホームヘルパーの養成

講座を共同で開設することにしている。

一方で高齢化が進展しながら、他方で保

健・福祉人材の碓保が困難になることが

見込まれるなかで、同地域の取組は注目

される。

.多伊を広鋤を虎弄する.後方宙ノ旨倍

広域的・総合的な地域振興への取組

次表は、公共施設の共同整備や相互利

用といった特定の分野に限定することな

く、広域的な地域振興に総合的に取り組

んでいる全国の事例を示したものである。

これらの一部には、広域行政機構の機能

強化といった既存の制度的枠組みを契機

としたものもみられるが、ほとんどは、

必ずしもそのような枠組みにとらわれず、

新たな交流・連携のあり方を模索しよう

とする取組といえる。また、複数の府県

〝サーチ中厨/ガ妖7
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に関係する広域的な取組もみられるよう

になっている0

中国地方については、鳥取県と兵庫県

にまたがる「因但サミット県境サミット」、

中国地方4県の県境で展開されている

「県境サミット」、島根県における地域別

の振興協議会、島根県と広島県の県境地

域で検討されている中国山地森林文化圏

構想、広島市を中心に山口県東部を含む

周辺市町村が参加した広島広域都市圏形

成懇談会などの取組がみられる。このう

ち「県境サミット」と広島広域都市圏形

成懇談会の概要は、次のとおりである。

①　県境サミット

中国山地県境市町村連絡協議会(県境

サミット)は、歴史的に結びつきが強く、

今日でも通勤・通学などで相互に交流関

係のある鳥取・島根・岡山・広島4県の

市町村が参加して、1993年8月に結成さ

れた。当初は1市13町1村、1994年度か

ら1町が加わり、現在は岡山県新見市な

ど1市14町1村から構成されている。圏

域の面積は、2,665砧で、東京都の1.2倍、

人口は11万人あまりである。

県境サミットでは、一体的な機運醸成

と圏域のイメージ形成を図るため、行政

関係者、住民、大学関係者などが参加し

た定期的な研究会活動、情報誌の発行、

地域内外に参加を呼びかけたフォトコン

リサーチ中屋71惣〃:7

クールなどのイベント開催などの共同事

業を実施している。また、新卒者やUター

ン希望者を対象に東京や大阪で就職説明

会を開いたこともある。

1996年度には中国地方知事会による

「中山間地域モデル基地事業」のひとっ

に採択され、緊急通報システムネットワー

クの整備、保健・福祉・医療情報ネット

ワークの整備、保健サービスの相互乗り

入れとマンパワーの共同確保、図書の貸

出返却システムの整備、都市住民に貸し

付ける果樹・山村コテージ村の整備など

を内容とする整備計画がまとめられた。

その一環として、水癖の水を利用した地

ビール「上流社会」を製造して、水源保

全基金を上乗せして販売し、得られた基

金を水源滴養のための事業活動にあてる

ことにしている。

また、1996年11月には、関係市町村の

議会問の連携を図るための構断的な組織

として、中国山地県境市町村議会協議会

が設置されている。

②　広島広域都市圏形成懇談会

1993年10月、広島広域都市圏形成研究

会での合意をもとに、同形成懇談会とし

て翌1994年度から正式にスタートした。

広島県側から広島市、呉市、竹原市、三

原市、大竹市、東広島市、廿日市市、江

田島町、加計町、千代田町、吉田町、山

.多ぼ頼め茹好色蛭葬㌻石此方虔ノ皆煤・
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□県側から岩国市と柳井市のg市4町か

ら構成される。

懇談会は、都市圏の相互のアクセス性

の向上、都市圏における情報の共有と一

体感の形成、および都市圏において住民

の生活ニーズの大半を充足できる都市機

能の整備を図るため、定期的な懇談会・

研究会の開催、相互の情報提供、公共施

設ガイドブックの作成、共同イベントの

開催などに取り組んでおり、1995年度か

らは職員の海外共同派通や共同研修など

の事業も行っている。

1995～96年度には、同懇談会を構成す

る市町を中心とした範囲を対象に、国土

庁により「地方中枢都市における広域的

観点からの地方都市整備方策調査」が実

施された。

広域的取組の課題

中国地方の市町村を対象とした今回の

アンケート調査(1996年4月)などによ

ると、複数の市町村による広域的取組に

ついては、次のような問題点が指摘され

ている。

1)人々の日常生活行動圏の変化に対応

して広域化するといっても、あまりに

広域化しすぎると住民の生活感覚との

問にかえってずれが生まれる。

2)あまり広域化すると、周辺部におい

ては研究会などに定期的に参加するだ

_多採石.瓜妨真打を度弄する.晩方身着席

けでも負担に感じることがある。

3)共同事業を実施するために関係市町

村の負担が必要になってくると、その

分担の仕方を決めるのに手間取る。中

心市の負担が大きくなるという見方の

一方で、周辺部の町村では期待される

利便の割に負担が少なくないという意

見もある。

4)広域的な取組の経緯や背景は、それ

ぞれの市町村によって異なっており、

事業を進めていく段階で微妙な"畠度

差.が生まれてくることがある。

5)広域的問題を調整するとの趣旨から、

県の介在が強まることもある。

6)県境の"壁,はまだ厚いため、複数

の県にまたがる取組の場合は、関係市

町村のみならず関係県との間で十分に

調整しておく必要がある。

[いとうとしやす/当研究センター主任

研究員・地域経済研究部長]
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